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■概観 ― タイムリーで多彩なゲストを迎えた会見を実施 

日本記者クラブは日本全国の新聞、放送、通信社が集まり、政府からの援助は受

けず、会費で運営する日本で唯一のナショナル・プレスクラブである。ジャーナリ

ズムが共有する組織として、ニュースの当事者を招いて記者会見を主催する。会見

で記者との質疑を通してゲストが情報を発信し、会員が報道し広く社会に伝わるこ

とで、国民の知る権利に資することを基本的な目的としている。 

2017 年度に主催した行事総数は 224 回だった。昼食会・記者会見・研究会、討

論会などのプレス向け行事が 194 回。一般行事が 30 回だった。 

民進党代表選では 8 月 22 日に前原誠司、枝野幸男の両候補による討論会を行っ

た。10 月 8 日には第 48 回衆議院選挙を前に 8 党首による討論会を行ったが、安倍

首相の解散表明後に希望の党と立憲民主党が旗揚げするという、状況がめまぐるし

く変化する中での開催となった。 

特に多くの記者を集めた会見は、「加計学園」問題で注目された前川喜平・前文

部科学事務次官（6 月 23 日 335 人）、希望の党旗揚げの翌日に開催した小池百合

子東京都知事（9 月 28 日 313 人）、米大リーグ挑戦を表明した大谷翔平選手（11

月 11 日 255 人）、平昌五輪で連覇を果たした羽生結弦選手（2 月 27 日 240 人）

だった。 

こうした大型会見の他にも、国民栄誉賞を受賞し、永世七冠の資格を得た羽生善

治、箱根駅伝４連覇の原晋・青山学院大学監督、大相撲で初優勝したジョージア出

身の栃ノ心関、平昌パラリンピックで５個のメダルを獲得した村岡桃佳選手、映画

「花筐」を完成させた大林宣彦監督、評伝『詩人なんて呼ばれて』を出版した谷川

俊太郎さん、『広辞苑第 7 版』の編集者・平木靖成さん、芥川賞作家の若竹千佐子

さんなど多彩なゲストを迎えた。 

また長期、短期のシリーズ企画では「トランプ政権１年の評価」、「2 期目の習体

制」、「朝鮮半島の今を知る」、「2025 年ショック どうする医療・介護」、「憲法論

議の視点」、「チェンジ・メーカーズに聞く」、「被害者報道を考える」などを開催し、

キーパーソンや専門家から話を聞いた。 

ハガティ米大使、ピック仏大使、ラウレル５世フィリピン大使などの新任駐日大

使も前年度に引き続き招いたが、とりわけバルト３国と北欧５カ国の大使による共

同会見では、活発な質疑応答が行われた。 

5 年目の記者ゼミは、「調査報道」と「ＩＴ」をテーマに２本立てで開催した。い

ずれも各社の記者が交代で講師を務め、自らが持つノウハウを伝授するスタイルで

運営した。 

記者が社を超えて共同で取材に当たる取材団は新潟取材団、福島第１原子力発電

所取材団、福島取材団などの国内に 3 回、中国取材団、米国取材団の海外に 2 回派

遣した。 

2017 年度の日本記者クラブ賞は元共同通信のジャーナリスト・松尾文夫氏に、特

別賞はチューリップテレビ報道制作局政務活動費取材チーム（富山）と歴史研究家



 

2 

 

の森重昭氏に贈った。 

毎月 10 日に発行している日本記者クラブ会報は会員に配布したほか、ＰＤＦ版

をホームページで一般公開して、クラブ主催の会見を紹介した。Facebook、Twitter、

YouTube などを使ったインターネットでの情報発信にも努めた。 

■公益社団法人の目的と 3つの公益事業 

日本記者クラブは、2011 年 4 月 1 日、社団法人から公益社団法人に移行した。定

款第 3条で公益社団法人としての目的を以下のように定めている。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
この法人は、内外の重要ニュースソースとの接触を多角化し、報道機関相互の交流

を緊密化することにより、その活動の促進と社会的機能の向上、発展をはかり、ジャ
ーナリズムの職業倫理向上および表現の自由の擁護につとめ、民主主義の発展に寄与
する。この法人の事業が会員のジャーナリズム活動や報道を通し、広く国民が共有す
る情報となることにより、国民の知る権利、国民生活の向上安定、および国際相互理
解の促進に資することを目的とする。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この目的を達成するために実施する公益社団法人としての「公益目的事業」は次の

3分野にまとめられる。 

①内外の要人を招き、記者会見などを開催し、国民の知る権利に資する。 

②すぐれた業績をあげたジャーナリストに日本記者クラブ賞、同特別賞を贈る。 

③日本記者クラブ会報を発行し、インターネットを通じて良質な時事情報を開示し、
重要な会見を全文保存し公開する。 

 

以下に、2017 年度のおもな事業活動と運営を報告する。 

Ⅰ．公益目的事業① 記者会見 ――――――――――――――――― 

≪194回のプレス行事≫ 

日本記者クラブが 2017 年度に主催した行事・会合は、討論会（2 回）、昼食会・記

者会見・研究会（154 回）、記者ゼミ（32 回）、取材団・プレスツアー（5回）、記者

研修会といったプレス向け行事が 194 回だった。総会記念講演やクラブ賞受賞記念

講演といった一般行事、試写会・上映会を加えた行事総数は 224 回となった。 

≪あわただしく２度の討論会≫ 

民進党の蓮舫代表は 7 月 27 日、唐突に辞任を表明した。企画委員会はすぐに代

表選を想定した討論会の準備に入り、代表選告示翌日の 8月 22日に前原誠司候補、

枝野幸男候補による討論会を行った。この時点では 1カ月後の衆院解散とそれに伴

う民進党の迷走は予期できなかったが、野党第 1党のリーダーを決める選挙は関心
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を集め、209 人が参加した。 

10月 8日には第48回総選挙（10月 10日公示、

22 日投開票）を前に 8 党首による討論会を行っ

た（写真）。9月 25 日の解散表明、27 日の希望の

党旗揚げ、28 日解散とめまぐるしく状況が変化

する中で、参加資格を有する政党も見通せないま

ま準備に入った。また、従来通りならば公示前日

の 10 月 9 日開催となるところが、翌日が新聞休

刊日であるため一日前倒しして 10 月 8 日（日）

に行った。日曜日の開催は初めてだった。設立されたばかりの立憲民主党は広報態

勢も整っておらず連絡に手間取り、候補者を立てない民進、自由両党から辞退申し

入れがあるなど調整が難航し、8党首の参加が確定したのは開催 4日前の 10 月 4 日

だった。 

≪前川、小池、大谷、羽生――参加 200 人以上の超大型会見≫ 

時の人をタイムリーに――言うは易く行うは難しい命題だが、17 年度は参加者が

200 人を超えた大型会見が 6 件にのぼった。上記の討論会 2 件のほか、以下の 4 件

が 200 人を超える参加者だった。いずれもテレビ局は映像を生送信・生中継し、報

道だけでなく情報番組でも大きく扱われた。 

最も多くの記者が参加したのは、6月 23 日に行われた前川喜平・前文部科学事務

次官の会見（335 人）だった。「加計学園」問題が大きな関心を集めている中、企画

委員会がキーパーソンである前川氏の招請に動き、6月 18 日の国会閉会後に会見が

実現した。各テレビ局が報道・情報番組で取りあげただけでなく、新聞も約 2時間

の会見要旨を別掲するなどして大きく扱った。 

小池百合子東京都知事が就任 1 年を機に都政の展望を語る予定だった記者会見

（9/28）は、安倍首相の衆院解散表明－小池知事の「希望の党」結党の流れの中で、

国政に関する発言が注目されるものになった。希望の党旗揚げの翌日、衆院解散の

当日という絶妙のタイミングで行われた会見には 313 人が参加。冒頭スピーチでは

都政に関する発言に徹した知事だったが、質疑応答では解散・総選挙に質問が集中

した。 

11 月 11 日には北海道日本ハムファイターズの大谷翔平選

手が会見し、米大リーグに挑戦する意志を表明した（写真）。

前日には竹田憲宗球団社長、栗山英樹監督が、ポスティング

による大リーグ挑戦を認めることを表明していた。これを受

けて急きょ設定された会見にはショートノーティスながら、

テレビカメラ 25 台、スチルカメラ 40 台以上が取材に詰めか

け、「日本のベーブ・ルース」の渡米表明を見守った。会見開

始時刻は 11 時。大谷選手の背番号「11」が並ぶ「大谷デー」

となった。 

韓国・平昌で行われた冬季五輪の男子フィギュアスケート
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で、羽生結弦選手が 66 年ぶりの連覇を果たした。2 月 26 日に帰

国し、その翌日に会見を行った（写真）。240 人が参加、ケガを克

服して偉業を成し遂げた氷上の“絶対王者”の発言に耳を傾けた。 

≪棋士、作家、詩人、アスリート――多彩なゲスト≫ 

上記の大谷、羽生選手のほか、社会貢献組織「ＳＰＯＯＮ」を立

ち上げた李忠成選手らＪリーガー（4/4）、箱根駅伝で４連覇を達

成した青山学院大学の原晋監督（2/5）、大相撲初場所で初優勝を

果たしたジョージア出身の栃ノ心関（2/14）、平昌パラリンピック

で、金１、銀２、銅２の計５個のメダルを獲得した村岡桃佳選手（3/28）の会見も

強い印象を残した。 

文化、芸術では、文楽入門半世紀を迎えた人形遣いの三世桐竹勘十郎さん（5/9）、

自らが立ち上げた僻地医療や災害救援の従事者を支援する「風に立つライオン基金」

の公益財団法人化を機に会見した歌手のさだまさしさん（8/3）、ガンで余命宣告を

受けながらも新作「花筐」を完成させた大林宣彦監督（11/9）、将棋で前人未踏の

永世七冠の資格を得た羽生善治棋士（12/13）、インタビューと評伝『詩人なんて呼

ばれて』で自らの創作活動を振り返った戦後詩の巨人・谷川俊太郎さん（12/15）、

10 年ぶりの改訂となった『広辞苑第 7 版』の編集者、

平木靖成さん（12/18）、60 歳を超えての小説デビュー

作『おらおらでひとりいぐも』で芥川賞を受賞した若

竹千佐子さん（3/9 写真）など、トップランナーた

ちの心の深淵を垣間見せる、味わい深い会見が相次い

だ。 

≪多彩なシリーズ企画をタイムリーに開催≫ 

国際・外交関係では前年度から続く「トランプ政権：米国と世界の行方」を、「ト

ランプ政権１年の評価」「２年目のトランプ政権」とシリーズタイトルを変更しな

がら継続した。中国に関しては、9月の日中国交正常化 45 周年と前後して程永華駐

日大使昼食会（8/26）をはじめ、福田康夫元首相(8/31)、河野洋平元衆院議長（9/20）

会見など日中関係をテーマにした企画を 8回行った。10 月の党大会以降は「2期目

の習体制」と題して、中国から来日する識者などもゲストに迎え、多角的にウオッ

チした。北朝鮮問題については、小野寺五典元防衛相と長島昭久元防衛副大臣を一

緒に招いた（5/17）ほか、朝鮮半島情勢・安全保障問題に詳しい研究者の話を聞い

た。南北首脳会談、米朝首脳会談の開催に相次いで合意するなど動きが激しくなっ

たことを機に、新シリーズ「朝鮮半島の今を知る」として、北朝鮮の意思決定メカ

ニズム、文在寅政権の構造、国連制裁の実効性など幅広いテーマで活発に行った。

また、世界的に注目の集まったフランス大統領選、韓国大統領選、ドイツ総選挙に

ついても見通しや選挙後の展望について会見を行った。ドイツ総選挙については、

開票直後に駐日ドイツ大使の評価を聞いた（9/25）。中東情勢では、エジプト、サ

ウジ、シリア、パキスタン、トルコなどニュースに対応して専門家や大使、来日す

る要人を招いた。 
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短期集中企画は２つ。団塊世代が後期高齢者となる 2025 年の社会保障問題を考

える「2025 年ショック どうする医療・介護」は、塩崎恭久厚労相のほか 3人の医

療関係者を招いて開催した（17 年 6 月～7 月）。憲法改正の議論が政治マターにな

る前に基礎知識を整理する、という意図で企画した「憲法論議の視点」は、①総論、

②国民投票、③九条、④新しい人権、⑤統治機構の全５回を、気鋭の憲法学者を招

いて行った（18 年 2 月～3 月）。今後、憲法論議を報じる際の参考となるよう、全

５回を会見詳録にまとめた。 

経済関係では、15 年度に始まった「チェンジ・メーカーズに聞く」を継続し、変

革と成長を両立させる経営を成し遂げている松本晃・カルビー会長などを招いた。

恒例の「経済見通し」シリーズでは、金融トレーダーから転身して『なぜ今、私た

ちは未来をこれほど不安に感じるのか』を著した松村嘉浩氏、投資家の観点からイ

ノベーションの在り方を語る伊佐山元・ＷｉＬＣＥＯなど講師の幅を広げ、７人の

ゲストを招いた。 

神奈川県座間市で９人の遺体が見つかった事件では、被害者報道の在り方が改め

て問われた。実名か匿名か、顔写真の扱い方は、被害者遺族とどう接するか――な

どをテーマに「被害者報道を考える」を始めた。現役記者が参加しやすいよう、開

催時間帯を 18 時以降に設定し、参加者とゲストが意見を交わして議論する形式を

目指している。18 年度も継続する。 

≪大使会見は引き続き活発に≫ 

この数年、活発に行っている駐日大使会見は、新任のハガティ米大使、ピック仏

大使、ラウレル５世フィリピン大使をはじめ＊回行った。エストニア、ラトビア、

リトアニアのバルト３国大使会見（6/2）、デンマーク、フィンランド、アイスラン

ド、ノルウェー、スウェーデンの北欧５カ国大使会見(12/13 写真)は、安全保障

や社会保障制度に対する関心の高まりに比して情報量

が少ない地域の大使が一堂に会し、それぞれの国の実情

を語った。北欧５カ国会見は 2016 年 12 月に続き２回目

で、「北欧モデル」に焦点を当て、各国の社会保障政策

について聞いた。質疑応答も活発に行われ熱のこもった

会見となった。 

≪記者ゼミ 5 年目は「調査報道」と「ＩＴ講座」≫ 

5 年目の記者ゼミは、昨年度に続いて「ＩＴ講座」を設ける一方、「調査報道」も

テーマに取り上げ、２本立てで開催した。いずれも各社の記者が交代で講師を務め、

自らが持つノウハウを伝授するスタイルで運営した。社の垣根を越えて記者同士が

切磋琢磨しあう場として定着し、クラブの活動の新しい在り方を示している。「Ｉ

Ｔ講座 2017」を 15 回、「誰でも調査報道」を 15 回のほかＩＴ、調査報道の合同企

画を加え、計 31 回開催した。 

会員社共通の教育・研修の場としての機能が今後のクラブの活動の柱になること

を見据えて続けてきたが、自主的な運営が形になりつつある。 
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≪20 回目の記者研修会≫ 

1997 年に始まった記者研修会は 20 回目を迎えた。8 月 7 日、8 日の両日で開催、

39 社 56 人が参加した。 

河北新報、中日新聞、高知新聞、毎日放送ラジオ局によ

る「防災・啓発とメディア」をテーマにしたディスカッシ

ョン（写真）、今川悟・宮城県気仙沼市議と大西勝也・高知

県黒潮町長との対談という、防災・復興をテーマにしたプ

ログラムを用意していた。開催前日の 8 月 6 日に高知県が

台風５号の勢力圏内に入ったため、大西町長、高知新聞の石川浩之・地域読者局次

長の参加がかなわなくなった。このことも防災、危機管理のありようを考える材料

になった。 

ジャーナリズムを考えるプログラムとして設けた滝鼻卓雄・元読売新聞東京本社

社長、宍戸常寿・東京大学大学院教授、平和博・朝日新聞ＩＴ専門記者の話は、中

央、地方、新聞、放送それぞれの立場で自らの仕事を見つめ直す機会となった。 

終了後のアンケートでは、記者同士の交流、議論を求める意見が寄せられた。前

述の記者ゼミの項で触れたように、社を超えた交流・研修の場としての機能が求め

られていることがわかった。 

≪国内取材団はエネルギーと被災地≫ 

国内取材団は３回。記者研修参加者を中心にした新潟取材団は、再稼働の先行き

が注目されていた東京電力柏崎刈羽原子力発電所を取材した。また、新潟日報社で

原発の経済効果を検証した報道についての議論や米山隆一知事との会見も行った。

知事会見では「再稼働の是非を検証するには 3～4 年かかる」との発言があり、ス

トレートニュースとして報道された。 

4 回目となる福島第１原子力発電所取材団（2/6～9 写真）は、建屋内のがれき

撤去が進む１号機をはじめ原子炉建屋周辺のほか、設置の余地がなくなってきてい

る汚染水タンク周り、廃棄物貯蔵施設建設予定地の造成作業などを見学した。防護

服やマスクが必要なエリアが昨年より一段と縮小し、

関係企業用の建物が完成するなど、廃炉事業の環境

整備が進む一方、汚染水対策や溶融燃料の取り出し

の面では先が見通せない現状を全国の記者が目の当

たりにした。周辺取材では、第１原発を囲むように

大熊町、双葉町にまたがって設置される中間貯蔵施

設、今夏の再開に向けて準備が進むＪヴィレッジな

どを訪れた。 

2 月 19 日から 20 日にかけて派遣された福島取材団には 13 社 32 人が参加し、一

部を除き避難指示解除から 1年が経とうとする飯舘村を中心に現状を取材した。菅

野典雄・飯舘村村長、原子力規制委員会委員長を退任して飯舘村に住む田中俊一さ

ん、三春町の福聚寺住職を務める作家の玄侑宗久さんなど多様な角度から福島の今

を見聞した。 
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クラブの国内取材団企画は、参加者からは「１社単独では実現できない濃密な内

容」と評価を受けている。社を超えた取材・交流のツールとして今後も充実させて

いきたい。 

≪海外取材団は中国、米国へ≫ 

3 年連続となる中国取材団は 7 月 24 日から 31

日の 7 泊 8 日で、「一帯一路構想」の現場をまわ

った。当初、陸路・海路それぞれの重要地点であ

る新疆ウイグル、福建省を訪問する予定だったが、

出発 4日前に中国側から「新疆ウイグルは訪問で

きない。代替地として西安を訪問できるよう調整

している」との連絡が入った。キャンセルも選択

肢に企画委員会で対応を検討したが、一帯一路と

いうテーマの重要性は変わらないと判断し、予定通り取材団を送ることを決め、陝

西省・西安～福建省福州・泉州・厦門を訪れた。中央政府の壮大な構想と現場のギ

ャップを肌で感じる貴重な機会となった（写真）。 

初めてとなる米国本土への取材団は、9 月 24 日から 10 月 1 日まで 1 週間、首都

ワシントンに滞在し、「トランプ政権下のメディア」

をテーマに取材した。トランプ大統領と伝統メディ

アとの関係や、インターネット時代のメディアの在

り方を軸に、ワシントン･ポスト（写真）、ウォール・

ストリート・ジャーナルなどの既存メディアや、ポ

リティコなどオンラインニュースメディアを訪問

し、最新のメディア事情を見聞した。北朝鮮問題や

日米関係についても、共和党と民主党の下院議員、

佐々江賢一郎駐米大使から話を聞いた。 

Ⅱ.公益目的事業② 日本記者クラブ賞 ―――――――――――― 

≪ジャーナリストの松尾文夫氏に日本記者クラブ賞、特別賞はチューリップテレビ

と森重昭氏に≫ 

日本記者クラブは、毎年、報道・評論活動などを通じて顕著な業績をあげ、ジャ

ーナリズムの信用と権威を高めたジャーナリストに日本記者クラブ賞を贈ってい

る。1972 年に創設して以来、日本を代表するジャーナリストを顕彰している。クラ

ブ賞創設 40 年を機に、より開かれた賞をめざして 2012 年度には日本記者クラブ賞

特別賞が新設された。特別賞は原則としてクラブ会員以外を対象とし、ジャーナリ

ズムの向上と発展につながる特筆すべき業績や活動を顕彰する。いずれも、日本の

ジャーナリズムの高い水準を内外に示すものであり、言論の自由を擁護し、国民の

知る権利に資する公益目的事業である。 
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2017 年度の日本記者クラブ賞は、ジャーナリストの松尾文

夫氏（写真右）に贈り、特別賞を富山県のチューリップテレビ

報道制作局政務活動費取材チーム（写真下）と歴史研究家の森

重昭氏（写真左）に贈った。 

日本記者クラブの会員から推薦を募り、2017 年 1 月末の締

め切りまで日本記者クラブ賞に 8候補、同特別賞に 4候補が推

薦された。 

個人Ｄ会員8人で構成する推薦委員会が2月28日に検討し、

総務委員会で構成する選考委員会（15 人）が 4 月 10 日、推薦

委員会の具申を参考に選考して、クラブ賞には松尾文夫氏がも

っともふさわしく、特別賞にはチューリップテレビ報道制作局

政務活動費取材チームと歴史研究家の森重昭氏がふさわしい

と理事会に答申した。4月 28 日の理事会で正式決定し、発表し

た。 

理事会決定後、報道機関へ発表した際、贈賞理由を下記のように説明した。 

 「松尾文夫氏は共同通信の記者時代から半世紀を超えるライフワーク

として米国報道に取り組み、とりわけ近年は被爆地広島とハワイ真珠湾

を日米首脳が訪問し献花することで、真の戦後和解が生まれると熱心に

訴えてきた。2016 年 5 月、オバマ大統領が広島を訪問し、12 月には安

倍晋三首相が真珠湾を訪れ、提言通りの相互献花外交が実現した。日米

戦後史の重要な一里塚につなげた取材と執筆活動が日本記者クラブ賞

にふさわしいと高く評価された」 

 「チューリップテレビ報道制作局政務活動費取材チ

ームは、情報公開で入手した膨大な資料を丹念に読み

解き、富山市議会議員の政務活動費不正受給をスクー

プし、さらに続報も含めた一連の報道は、14 人の市議

を辞職に追い込む要因となった。ジャーナリズムの果

たす本来の役割を示したものとして高く評価された」 

 「森重昭氏は既存のジャーナリズムがほとんど取り

上げてこなかった被爆米兵問題を、会社員としての勤

務をこなしながら、休日を利用して約 40 年にわたり粘

り強く独力で調査を続け、原爆の犠牲になった米兵 12

人の身元を特定した。職業的な記者ではないが、手法

は調査報道そのものであると、高く評価された」 

5 月 30 日には松尾文夫氏、チューリップテレビ報道制作局政務活動費取材チーム

の宮城克文デスク、森重昭氏による受賞記念講演会を日本記者クラブ会見場で行い、

110 人が参加した。 
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Ⅲ．公益目的事業③ 日本記者クラブ会報とインターネットによる情報開示 

≪クラブ会報 特集 10 本、常設ページもタイムリーなテーマで≫ 

日本記者クラブ会報は毎月 10 日に、約 4000 部を発行し、クラブ会員と会員社の

関係報道機関、さらに主要官庁の記者クラブなどに無料で届けている。ＰＤＦ版を

ホームページで一般公開し、だれもが無料で読むことができる。ホームページには

会見の動画や記者によるリポートを掲載し、インターネットの特性を生かし、速報

と情報発信力の強化につなげている。不特定多数の人々が日本記者クラブの活動に

アクセスでき、国民の知る権利に資する公益目的事業である。 

会報委員会では魅力ある紙面づくりを目指している。これまで毎年、１面刷新や

Facebook、Twitter の活用開始、「クラブゲスト」欄の改変など多様な紙面展開と情

報発信力の強化を行ってきた。2017 年度の平均ページ数は 23.5 ページだった。会

見や取材団などの企画と連携し、その都度特集を掲載した。 

9 月号では「一帯一路」をテーマにした中国取材団（第 17 回海外取材団）、民進

党代表選立候補者討論会、第 20 回記者研修会、東京電力柏崎刈羽原発を視察した

新潟取材団と 4つの企画、11 月号には衆院選・8党党首討論会および米国メディア

事情を視察した米国取材団（第 18 回海外取材団）の特集、3月号には福島第 1原子

力発電所の構内を視察した取材団と、昨年春に避難指示が解除された飯舘村などを

視察した福島取材団の特集をそれぞれ組んだ。 

東日本大震災関連では、3月号に「3.11 から 7年 今伝えたいこと」をテーマに

特集を組んだ。7 年の今だからこそ取り組んでいることや伝えたいことを、被災地

の岩手、宮城、福島 3県の会員社など計 6社からの寄稿を掲載した。 

17 年度掲載の特集・特別企画は下記の通り。 
▼民進党代表選立候補者討論会 （2017 年 9 月号：1ｐ） 
▼第 17 回海外取材団：中国「一帯一路」 （同号：3p） 
▼第 20 回記者研修会  （同号：5p） 
▼新潟取材団  （同号：1p) 
▼第 18 回海外取材団：米国メディア視察 （同 11 月号：4p） 
▼衆院選 8党首討論会  （同号：2p） 
▼わたしのおすすめ本 2017  （同 12 月号：2p） 
▼福島第 1原発取材団 （2018 年 3 月号：2p） 
▼福島取材団 （同号：2p） 
▼3.11 から７年「今伝えたいこと」 （同号：4p） 
 

常設ページもタイムリーなテーマを取り上げた。時々のホットなニュースを追う

一線記者の取材報告「ワーキングプレス」や、OB 会員による「書いた話・書かなか

った話」、取材で出会った人を紹介する「リレーエッセー」も回を重ねた。東日本

大震災の被災地および、各地の自然災害の「被災地」にスポットを当てた「被災地

通信」(2012 年スタート)は通算で 63 回を数えた。 

時のニュースを象徴するフロント写真、各社のカメラマンの力作とベテラン OB

会員によるエッセーでつくる最終ページ「写真回廊」に、魅力的な写真を掲載する
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ことでさらに会報を充実させるよう努力している。 

第 5期記者ゼミ「IT 講座 2017」「誰でも調査報道」は全て、参加した記者の報告

を掲載した。2017 年度は合計で 28 本を掲載した。 

ウェブサイトのリニューアルで、会報とウェブサイトのすみわけ・連携がさらに

強化され、両媒体の特性を生かした多様で幅広い情報発信を行っている。ウェブサ

イトには記事の分量制限がないため、ゲストの分野を専門とする記者による詳細な

リポートを掲載した。他方、会報は毎月平均 13 人のゲストの中から主なものをピ

ックアップして掲載することで、紙面にメリハリをつけ、ニュースバリューを意識

した編集を行った。昨年度まで「会見リポート」で紹介したゲストも含めて全ゲス

トを一覧形式で掲載し、顔写真と会見日などのデータと会見内容を短く紹介してい

たが、「会見リポート」で詳報するゲストと重複感があるという意見が会員から寄

せられていた。そこで、4 月号から全ゲストを一覧形式で紹介する形式をやめ「会

見リポート」で詳報しなかったゲストだけを短信で紹介することにした。 

「クラブゲスト」面はレイアウトを工夫するなど変化のある紙面作りを目指して

いる。 

 

≪ウェブサイト スマホ対応でアクセスしやすく≫ 

昨年度の1月にリニューアルしスマートフォン表示にも対応したウェブサイトは

「会見リポート」のページも見やすいと好評で、アクセス数も増えている。17 年度

中に最も多く閲覧されたページは、前川喜平・前文部科学事務次官会見（2017/6/23）

で、会見中もクラブのウェブサイトにはピーク時で、1 時間に約 2 万 9 千のアクセ

スがあった。 

また、昨年度のリニューアルにより「会見予定」のページもアクセス数が伸びて

いる。記者が予定を確認し、会見に参加しやすくするというリニューアルの目的が

実現できた。 

YouTube 日本記者クラブチャンネルの会見動画は、累計 1634 本、チャンネル登録

者は 1万人を超えた。17 年度の再生回数トップは、平昌冬季五輪で金メダルを獲得

した羽生結弦選手（2018/2/27）会見だった。そのほか小泉進次郎・衆議院議員

（2017/6/1）、原晋・青山学院大学陸上競技部監督（2018/2/5）、前川喜平・前文科

事務次官（2017/6/23）、8党党首討論会（2017/10/8）などが続く。 

また、インターネットの特性として、過去に開催した会見も、テーマなどが話題

となると再生数が増加する。今年度は、研究会「ビットコイン」②野口悠紀雄・早

稲田大学ファイナンス総合研究所顧問（2014/3/19）、石田勇治・東京大学大学院教

授「ヒトラーとは何者だったのか」（2016/12/9）などが、再生回数のトップ 10 に

入っている。 

そのほか、Facebook、Twitter を利用して、動画配信、会見詳録、会報などのウ

ェブサイトの更新情報を知らせている。各アカウントのフォロワー数は、17 年度も

増加した。 
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記者会見を取材した記者が報告する「会見リポート」は 175 本、会見を文字記録

にしている「会見詳録」は 18 本を追加した。今後も会見動画のみならず、プロの

記者によるリポートと、会見の内容を即時に把握できる文字記録の充実により、価

値あるサイト作りを図っていきたい。 

 

≪ウェブ限定コンテンツも充実≫ 

会員のエッセーを紹介する「取材ノート」には、会報に掲載した「書いた話・書

かなかった話」「リレーエッセー」やウェブサイト限定コンテンツとしての「私の

取材余話」「旅の記憶」にも原稿を随時追加している。 

今年度は 2月 7日に行った試写会「ペンタゴン・ペーパーズ 最高機密文書」に

参加した会員から映画の感想を寄せてもらう特設ページを作成した。映画の公式サ

イトにもリンクが貼られ閲覧数を伸ばしている。今後もクラブならではのコンテン

ツをウェブサイトに掲載していきたい。 

過去の内外要人の記者会見については、その音声データを順次、「音声アーカイ

ブ」ページに公開している。今年度も、コール独首相（1993/2）、羽田孜・首相

（1994/5）・ムガベ・ジンバブエ首相（1981/5）などを追加し、17 年度末現在、123

本の音声データを公開している。 

Ⅳ．収益事業 ――――――――――――――――――――――――― 

≪貸室が減少、飲食割戻と機器利用は微増≫ 

日本記者クラブは大小 4 つの会議室（9 階/会見場、大会議室、小会議室、10 階

ホール）を持ち、クラブ行事で使用しない時間に限って会員に有料で貸し出してい

る。2017 年度は、貸室利用は 1,107 回（2016 年度は 1,101 回）、延べ 2,609 時間（2016

年度は 2,703 時間）で、貸室収入は 38,062,486 円となり、前年度に比べ 1,494,476

円減少した。 

貸室の利用者に対して行っているマイクや液晶プロジェクターなどの音響・映像

機器等の施設機器賃貸収入は 6,712,880 円で、前年度に比べ 480,200 円増加した。 

また、ラウンジは取材先との待ち合わせなどに自由に利用できるほか、レストラ

ンでは昼、夜の食事を提供している。貸室とラウンジ、レストランでの飲食サービ

スは㈱アラスカに業務委託しており、売上の一部がクラブの事業収入（飲食割戻収

入）になっている。2017 年度の飲食割戻収入は 17,854,416 円で前年度に比べて

800,817 円増加した。 

以上、3 つの事業収益の合計額は、62,629,782 円となり、前年度に比べ 213,459

円減少した。 
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Ⅴ．日本記者クラブの運営 ――――――――――――――――――― 

≪個人Ｄ会員の会費を値下げ パンフレットで入会勧誘≫ 

個人Ｄ会員の会費を月額 5000 円に引き下げ、80 歳以上の会員に適用していた割

引会費（月額 2000 円）を廃止する会費規則改定（第 591 回理事会、2016/11/1）の

決定を受け、2017 年 4 月から新会費制度に移行した。新たに個人Ｄ会員の対象とな

る現役記者、またすでに退職しているＯＢ・ＯＧに向けて入会勧誘のパンフレット

を作成したほか、各社の協力を得て社内報に「クラブからのお知らせ」として会費

値下げと入会勧誘の告知を掲載した。個人Ｄ会員はこの数年、年平均の入会者は 25

人前後で推移していたが、会費値下げを行った 17 年度は 43 人だった。会費改定か

ら 1年が経過した現在も、入会に関する問い合わせは断続的にあり、今後も会員増

加が期待される。 

≪業務関連システム元年、貸室状況のウェブ確認が可能に  会員証も刷新≫ 

ウェブサイトのリニューアルと同時に進めていた業務関連システムの運用を開

始した。複数のデータベースに分散して情報を入力していたこれまでの状態を見直

し、一度のデータ入力で多方面への活用が可能になるようシステムを再構築した。

これにより日常業務の効率化だけでなく、緊急会見などの案内を迅速に発信するこ

とが可能になった。会費や会合費の請求書・領収書作成にかかる時間も短縮でき、

会員サービスにも直結するリニューアルが実現した。また、貸室（9 階会見場、大

会議室、小会議室、10 階ホール）の空き状況をウェブサイトで確認できる新サービ

スの提供も始めた。従来、空き状況については電話での問い合わせが必要だったが、

新機能により利便性が増し、会員からも好評を得ている。また、新システム導入に

あわせ会員証のデザインも刷新した。17 年度の入会者からは新会員証を発行してい

るが、現会員が所持している旧会員証の作り替えも行っている。 

≪公職選挙立候補時の会員資格について内規を改定≫ 

クラブ会員が公職選挙に立候補した場合の会員資格について、第 62 回理事会

（1983/4）は以下のように申し合わせていた。 

当クラブ会員が、国会議員、地方公共団体の長および議会議員の選挙に立候補

した場合は、会員資格を失うものとする。ただし、名誉会員の場合は、立候補の

時点で会員資格を一時停止し、当選しないことが判明した時点または公職を退任

した時点で会員資格を回復するものとする。 

これまでは上記の申し合わせにのっとり、該当者は立候補の時点で自動的に退会

となり、当選しないことが確定した時点で再度、入会申請書を提出し会員に復帰し

ていた。近年、クラブ会員が選挙に立候補するケースが続いていることをふまえ、

一般会員の扱いを名誉会員の扱いと同じにするため、以下の文言に変更することを

第 484 回会員資格委員会（2017/12/13）で議論し、理事会に提案した。第 613 回理

事会（2018/3/28）はこれを承認したため、内規を改定した。 
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【新内規】 

当クラブ会員が、国会議員、地方公共団体の長および議会議員の選挙に立候補

した場合は、立候補の時点で会員資格を一時停止し、当選しないことが判明した

時点または公職を退任した時点で会員資格を回復できるものとする。 

≪新理事長に小田尚さん 第 23 期執行部スタート≫ 

第 90 回定時社員総会で、任期満了に伴い第 23 期（2017・2018 年度）の理事・監

事が選任された。総会後の第 601 回理事会（2017/5/29）において、小田尚理事（読

売新聞グループ本社取締役論説主幹）を第 18 代理事長に、近藤順夫理事（共同通

信社常務理事）、荒木裕志理事（日本放送協会理事）を副理事長に選定した。また、

原田亮介理事（日本経済新聞社専務執行役員論説委員長）に総務委員長、小松浩理

事（毎日新聞社主筆）に会員資格委員長、西村陽一理事（朝日新聞社常務取締役）

に企画委員長、小林毅理事（産経新聞社取締役）に会報委員長、岩田栄一理事（Ｔ

ＢＳテレビ報道局長）に施設運営委員長の委嘱が行われ、第 23 期執行部の顔触れ

が決まった。 

≪小田理事長が退任 第 19 代理事長に原田亮介さん≫ 

2018 年 1 月 20 日、小田尚理事長から「一身上の都合で理事長の職を辞したい」

との要望があった。これを受けて開催された第 611 回理事会（2018/2/15）におい

て、原田亮介理事（日本経済新聞専務執行役員論説委員長）を第 19 代理事長に選

定した。任期は小田前理事長の残余の期間で、2019 年 5 月の総会までとなる。原田

理事の理事長就任にともない、総務委員会、会員資格委員長の再委嘱が行われた。

最新の執行部の顔触れは末尾に掲載。 

≪各委員会の活動≫ 

総務委員会 事業計画、事業報告、予算案、決算案など理事会に諮るべき議題につ

いて協議した。 

会員資格委員会 毎月 1回開催し、届けのあった入会希望者について可否を協議し、

結果を理事会に答申した。 

企画委員会 毎月 1回開催し、招へいするゲストについて協議したほか、記者会見、

研究会などの実施に当たっては委員が司会を担当した。 

会報委員会 毎月 1回開催し、次号会報の編集方針について協議した。 

施設運営委員会 隔月で開催し、事務局からの事業収入報告を受けたほか、クラブ

施設の運営について協議した。 

日本記者クラブ賞推薦委員会 応募のあった日本記者クラブ賞、同特別賞の候補全

員について議論し、有力候補を日本記者クラブ賞選考委員会に具申した。 

日本記者クラブ賞選考委員会 日本記者クラブ賞推薦委員会からの答申を踏まえ、

受賞者を選考し理事会に答申した。 
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≪法人会員は 1 社退会 法人賛助会員は 2 社増 3 社減≫ 

日本記者クラブの会員はプレス会員（法人会員、基本会員、個人Ａ、個人Ｂ、個

人Ｃ、個人Ｄ）と賛助会員（法人賛助、個人賛助、特別賛助）、名誉・功労会員、

学生会員によって構成されている。中でも新聞・通信、放送各社が登録している法

人会員は会費収入の約 76 パーセントを負担すると同時に、最高議決機関である社

員総会を構成するなど、財政上も運営上も中心的存在としてクラブを支えている。

その法人会員社は 1社が退会（長野放送）した。また、一般企業も法人賛助会員と

して会員になっているが、2017 年度は 2 社が入会(スタンダード＆プアーズレーテ

ィング・ジャパン、九州旅客鉄道会社)、3 社が退会(東京オリンピック・パラリン

ピック組織委員会、格付投資情報センター、山見インテグレーター)した。  

≪入会金免除 2017 年度も継続≫ 

理事会では会員増加策の一環として、法人会員と法人賛助会員の入会金を 2013

年度から免除してきた。第 596 回理事会（2017/3/9）は入会促進の観点から、この

措置を 2017 年度も引き続き行うことを申し合わせた。なお、個人Ｄ会員の入会金

については、「会員経験があった者」と「会員経験はないが、法人会員社に 10 年以

上勤務し、最近 5年以内に退職した者」は入会金を免除することを会員資格委員会

で申し合わせている。 

2018 年 3 月 31 日現在の会員数は以下の通り。カッコ内は前年との増減。 

【プレス会員】 

法人会員 133 社 （- 1 社） 

基本会員 744 人 （- 2 人） 

個人Ａ会員 302 人 （- 20 人） 

個人Ｂ会員  58 人 （+ 1 人） 

個人Ｃ会員  71 人 （- 5 人） 

個人Ｄ会員 821 人 （- 2 人） 

【賛助会員】 

法人賛助会員 61 社 （- 1 社） 

 116 人 （± 0 人） 

個人賛助会員  19 人 （± 0 人） 

特別賛助会員 106 人 （+ 6 人） 

【その他の会員】 

名誉・功労会員 11 人 （± 0 人） 

学生会員 138 人 （- 8 人） 

  

合計 194 社   （- 2 社） 

 2,386 人 （- 30 人） 
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≪9 階ラウンジで写真展≫ 

2018 年 3 月 27 日から 4月 6日まで、東京写真記者協会の協力を得て「2017 年報

道写真展」を開催した。東京写真記者協会賞、部門賞、奨励賞、特別賞（新聞協会

賞）の計 32 点を展示した。 
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日本記者クラブ 理事・監事 2018 年 3月 31 日現在 

理事長 原田 亮介 日本経済新聞社専務執行役員論説委員長 

副理事長 近藤 順夫 共同通信社常務理事 

副理事長 荒木 裕志 日本放送協会理事 

専務理事 土生 修一 日本記者クラブ 

理事 小松  浩 毎日新聞社主筆 
総務委員長 

理事 田中 隆之 読売新聞社執行役員論説委員長 
会員資格委員長 

理事 西村 陽一 朝日新聞社常務取締役 
企画委員長 

理事 小林  毅 産経新聞社取締役（編集・論説・正論・知的財産担当） 
会報委員長 

理事 岩田 栄一   ＴＢＳテレビ報道局長 
施設運営委員長 

理事 渡邊 祐司 時事通信社取締役 

 深田  実 中日新聞社取締役論説担当兼東京本社論説室論説主
幹 

 五十嵐正剛 北海道新聞社東京支社長 

 友安  潔 西日本新聞社執行役員東京支社長 

 石杜 有慎 岩手日報社東京支社長 

 後藤 栄司 岐阜新聞社執行役員東京支社長兼営業部長 

 林   康生 新潟日報社執行役員東京支社長 

 下尾 芳樹 京都新聞社東京支社長 

 堅田 正剛 高知新聞社役員待遇東京支社長 

 加藤 和人 宮崎日日新聞社東京支社長 

 袴田 直希 日本テレビ放送網取締役執行役員 

 篠塚  浩 テレビ朝日取締役報道局長 

 石原 正人 フジテレビジョン報道局長 

吉次 弘志 テレビ東京報道局長 

 大鹿  紳    中京テレビ放送東京支社長 

 伊東  亮 関西テレビ放送取締役報道局長 

 小林 幹雄 RKB毎日放送東京支社長 

 西野 文章   日本新聞協会専務理事・事務局長 

 木村 信哉 日本民間放送連盟専務理事 

 富田  恵 日本プレスセンター専務取締役 

監事          宮田 俊範 中国新聞社執行役員東京支社長 

 林  俊明 徳島新聞社東京支社長 

 三木 明博 文化放送代表取締役会長 

（了） 

 


